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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第18条第２項の規定に基づき、書面交付請求をいた
だいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

証券コード　4579
2024年３月１日

株 主 各 位

第16期定時株主総会資料

・事業報告
業務の適正を確保するための体制
業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の運用状況の概要

・連結計算書類
連結株主資本等変動計算書
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記

・計算書類
株主資本等変動計算書
重要な会計方針及びその他の注記

（2023年１月１日から2023年12月31日まで）
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につい
て、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。

⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、コンプライ
アンス委員会の設置及び「コンプライアンス規程」を定め、必要に応じ外部の専門家を起用
し法令定款違反行為を未然に防止する。取締役及び使用人の法令定款違反行為を発見した場
合は、直ちに監査等委員会及び取締役会に報告するなどガバナンス体制を強化する。

② 代表取締役の直轄部門として監査室を置き、同室が内部監査を行うこととする。監査室は、
業務監査においてコンプライアンスの状況の監査を重要監査項目と位置付け、監査結果につ
いては、代表取締役、監査等委員会、また必要に応じて取締役会に報告するものとする。

③ コンプライアンス上、疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段として内
部通報制度等の社内報告体制を整備する。

④ コンプライアンスを尊重する意識を醸成するため、必要に応じて規則・ガイドラインの作成
や取締役及び使用人に対してコンプライアンスに関する研修を行う。

⑤ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては一切の関係を遮断することを
方針とし、警察等の外部機関や関連団体と緊密に連携し、全社を挙げて反社会的勢力排除の
ための社内体制を整備する。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に基づきその保存媒体に応じて適切
かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じて10年間は閲覧可能な
状態を維持する。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクについての管理責任者

を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。不測の事態が発生した場合には、社
長を本部長とする対策本部を設置、情報連絡チーム及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザ
リーチームを組織し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整
える。

② 新たに生じたリスクへの対応のために、必要な場合には代表取締役から全部門に示達すると
ともに、速やかに対応責任者となる取締役を定める。
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業務の適正を確保するための体制

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会
を月１回定期に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。

② 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務分掌規程、職務権限規程にお
いて、それぞれの責任者及びその責任、執行手続きの詳細について定める。

③ 前二項の定めに拘わらず、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、経営
戦略委員会規程等の社内規程に基づき事前に経営戦略委員会において議論を行い、その審議
を経て決定を行う。その上で、法令・定款あるいは取締役会規則等の社内規程に基づき取締
役会における決議が必要な事項については、取締役会に上程し、審議・決定を行う。

⑸ 当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社の子会社管理規程に基づき、当社の経営戦略委員会は子会社に適時報告もしくは必要
書類の提出を指示するものとする。経営戦略委員会は、これを整理し必要に応じ当社の取締
役会に報告、又は決議を求める。

② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
子会社の損失の危険の管理体制を構築するため、危機管理及びリスク管理に関する社内規
程等を整備し、グループ全体のリスクを管理する。

③ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社の取締役を子会社の取締役として配置し、子会社の監視・監督を行う他、子会社管理
規程に基づき、子会社の経営の自主性を尊重しつつ、職務執行に係る重要な事項の報告及び
承認を義務付ける等、指導、監督を行うことにより、子会社の取締役等の職務執行の効率を
確保する。

④ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
子会社に対する監査は当社の監査室が行い、当社の監査方針に基づき定期的、又は臨時に
実施するものとする。

⑹ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人（以下、「監査等委員会補助者」という。）に関する
体制と当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する体制
① 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する規定を監査等委員会規則内に定め、代表取

締役は監査等委員会が当該使用人を置く必要があると認めたときは、監査等委員会と協議
し、監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から監査等委員会補助者
を任命することとする。

② 監査等委員会補助者の評価は監査等委員会が行い、監査等委員会補助者の任命、解任、人事
異動、賃金等の改定については監査等委員会の同意を得た上で取締役会が決定することと
し、取締役からの独立を確保するものとする。
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業務の適正を確保するための体制

⑺ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体
制
① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための体
制について、コンプライアンス規程、取締役会規則並びに監査等委員会規則内に定めること
とし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は当社の業務又は業績に影響
を与える重要な事項について監査等委員会に都度報告するものとする。前記に拘わらず、監
査等委員会はいつでも必要に応じて、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用
人に対して報告を求めることができる。

② 内部通報体制を整備し、その適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプラ
イアンス上の問題について監査等委員会への適切な報告体制を確保する。

③ 当社は、監査等委員会に報告を行った者に対して、不利益な処遇は一切行わない。

⑻ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人の監査等委員会監査に対する理解を
深め、監査等委員会監査の環境を整備するように努める。

② 監査等委員会を定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。また取締役会に
て監査活動結果報告を適宜行う。

③ 監査等委員会は、代表取締役、会計監査人それぞれとの間で、定期的に意見交換会を開催す
る。

④ 監査等委員会は、監査室と連携して情報交換を行い、効果的な監査業務の遂行を図る。
⑤ 監査等委員の職務の執行に必要と認められる費用（監査等委員会の職務の執行に関するもの
に限る。）は、当社が負担する。

⑼ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制
当社は、企業の社会的責任及び企業防衛の観点から、反社会的勢力排除は、経営上重要であ

るとの認識の下、反社会的勢力との取引や支援を含む一切の関係を遮断し、反社会的勢力から
の不当な要求に対しては屈せず、経営活動に対する妨害や誹謗中傷等の被害を受けた場合は、
警察等関連機関と連携し、毅然とした対応を行う。また、反社会的勢力との取引等を予防ない
し牽制すべく、社内体制を整備し、組織的な対応を行うことにより、これら勢力と一切の関係
を断絶する。
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業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の運用状況の概要
当社は、内部統制システムの基本方針に関する取締役会決議に基づき、次の取り組みを行い

ました。

⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 監査等委員は、取締役会、経営戦略委員会その他社内の重要な会議に出席し、開催手続き及
び付議議案の内容を監査し、その監査結果を毎月開催される定例の監査等委員会で報告し、
情報を共有しました。

② 高度な知見を要する事案については、社外の弁護士、公認会計士、コンサルタントに意見を
求め、適法性・妥当性判断を行いました。

③ コンプライアンス委員会を年２回開催し、コンプライアンスに係る課題の洗い出しを行いま
した。また、コンプライアンス研修を実施し、コンプライアンス意識の徹底を図りました。

④ 内部通報制度の対象に子会社も含めました。
⑤ 内部統制報告制度に対応するため、監査室がJ-SOX監査計画を策定し、全社的な内部統制、
決算･財務報告プロセス、業務プロセス、ＩＴ統制に関する監査を実施し、内部統制の有効
性の評価を実施しました。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る議事録、契約書、稟議書が適正に保存及び管理されていることを
期中監査の中で確認しました。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① リスク管理委員会を年２回開催し、リスクの未然防止に努めるとともにリスク項目一覧に基

づきリスクの評価及び対応策の検討を行いました。
② 安全衛生委員会を毎月開催し、研究施設等職場の安全管理と従業員の健康維持に必要な対策
を検討し実施しました。

③ 情報セキュリティに関する社内研修を子会社も含め実施しました。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会を20回（定時取締役会12回、臨時取締役会８回）開催しました。取締役と監査等
委員の取締役会への出席率は、平均99.3%でした。

② 経営戦略委員会を毎週開催し、審議結果を全取締役及び全監査等委員に報告しました。
③ 取締役の職務執行の効率化を図るための組織変更や規程変更等が行われる都度、職務分掌規
程、職務権限規程等の関連規程が適正に改定されていることを確認し、職務権限規程等に即
して稟議決裁が行われていることを確認しました。
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業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の運用状況の概要

⑸ 当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社の取締役が子会社の取締役として就任し、子会社の監視・監督を行いました。また、当
社の子会社管理規程に基づき、定期的に子会社と連絡会議を開催し、子会社から当社へ経営状
況、財務状況その他重要事項について報告を行い、業務の適正な運用について確認するととも
に、グループ間の情報共有、意思疎通及びグループ経営方針の統一化を図りました。

⑹ 監査等委員会補助者に関する体制と当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）
からの独立性に関する体制
監査等委員会補助者は設置していませんが、監査等委員会が要望すれば設置しうる体制は確
保されています。

⑺ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体
制
監査等委員は、毎週開催される経営戦略委員会にオブザーバーとして随時出席し、常に取締
役及び執行役員に質問し情報の提供を求めることができる体制にあります。

⑻ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査等委員会監査計画及び監査室監査計画に基づいて子会社を含めた全ての部署を対象に部
門監査を実施しています。監査の効率性を高めるために、監査室が行う監査に監査等委員が
原則同席し、両者が独自の質問を行い、両者が情報を共有する運用を行っています。監査結
果は監査室がまとめ、代表取締役、経営戦略委員会、取締役会、監査等委員会に報告してい
ます。監査等委員会は、主に取締役及び執行役員に対して事の重要性に応じて注意喚起すべ
きことがらについて意見表明しています。

② 監査等委員会が監査等委員会監査を実効的に行えるよう、監査等委員会は、経営戦略委員会
に出席した場合、必要に応じて議論のポイントを監査等委員会の視点でまとめ、経営戦略委
員会事務局が行う報告とは別に、毎月の監査等委員会にてその他の参考情報を補足して報告
しています。また、取締役会開催時には、事前に監査等委員会を開催し、議案の概要と論点
を説明し、全監査等委員が取締役会の議論に深く関わることができるよう情報と課題認識の
共有化を図っています。

⑼ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制
反社会的勢力対応要領を定め、新規顧客の取引開始時には、外部の調査機関の活用・記事検
索等による信用調査を実施した上で取引を開始しています。また、警察署や関係機関により開
催される反社会的勢力に関するセミナー等に積極的に参加し、意識の徹底とともに情報収集に
努めています。さらに、不当要求防止責任者として管理・経営企画部門長を選任し、愛知県公
安委員会並びに所轄警察署との連携を強化するとともに、公益財団法人暴力追放愛知県民会議
に加盟しています。

－ 5 －



2024/02/27 16:02:51 / 23063510_ラクオリア創薬株式会社_招集通知

連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書 （第16期 2023年１月１日から2023年12月31日まで） （単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,265,697 2,455,480 773,021 △21 5,494,178
当連結会計年度変動額
新株の発行 401,951 401,951 803,903
親会社株主に帰属する当期
純損失（△） △323,662 △323,662

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額（純額） －

当連結会計年度変動額合計 401,951 401,951 △323,662 △0 480,239
当連結会計年度末残高 2,667,649 2,857,432 449,358 △22 5,974,418

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他有価証券評価差

額金
その他の包括利益累計

額合計
当連結会計年度期首残高 △5,569 △5,569 8,372 5,496,981
当連結会計年度変動額
新株の発行 － 803,903
親会社株主に帰属する当期
純損失（△） － △323,662

自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額（純額） 125,984 125,984 17,237 143,221

当連結会計年度変動額合計 125,984 125,984 17,237 623,461
当連結会計年度末残高 120,415 120,415 25,610 6,120,443
（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項は、以下のとおりであります。
(1) 連結の範囲に関する事項
　連結子会社の数 １社
　連結子会社の名称 テムリック株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
市場価格のない株式以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。
但し、外貨建その他有価証券は、期末日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は評価差額として処理しております。また、評価差額は、全
部純資産直入法により処理しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法
なお、投資事業組合等への出資につきましては、組合契約に規定される決
算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額
で取り込む方法によっております。

ロ．デリバティブ 時価法を採用しております。
ハ．棚卸資産

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
但し、建物及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備について
は、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　　　　 6 年 ～ 15年
工具、器具及び備品　　　 4 年 ～  6年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。
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ハ．リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっておりま
す。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

ニ．長期前払費用 定額法によっております。
③　重要な引当金の計上基準

イ．株式給付引当金
株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当連結

会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき、株式給付引当金を計
上しております。

ロ．役員株式給付引当金
役員株式給付規程に基づく取締役（監査等委員である取締役及び社外取

締役を除く。）への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末にお
ける株式給付債務の見込額に基づき、役員株式給付引当金を計上しており
ます。

④　重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業

における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収
益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

当社グループは、医薬品等の研究開発、製造、販売、技術の使用を第三
者に認めたライセンス契約等に基づく収入（契約一時金、マイルストンに
係る収入及びロイヤルティ収入等）を得ております。

契約一時金及びマイルストンに係る収入については、履行義務が一時点
で充足される場合には、開発権・販売権等を付与した時点、又は契約上定
められたマイルストンが達成された時点で契約上の履行義務が充足された
と判断し、当該時点で事業収益として認識しております。

ロイヤルティ収入は、契約相手先の売上収益等を基礎に算定されたライ
センス契約等に基づく対価であり、その発生時点を考慮して事業収益とし
て認識しております。

⑤　繰延資産の処理方法
株式交付費 支出時に全額費用処理しております。

⑥　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。

－ 8 －
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当連結会計年度
 有 形 固 定 資 産 573,608 千円
 無 形 固 定 資 産 30,187
 投 資 そ の 他 の 資 産 74,097
 減 損 損 失 －

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．グループ通算制度の適用 当社及び連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。
ロ．グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用

当社及び連結子会社は、当連結会計年度の期首より、連結納税制度から
グループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税及び地方法人
税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度
を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42
号　2021年８月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）に従って
おります。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告
第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしており
ます。

２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指
針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将
来にわたって適用することとしております。

なお、時価算定会計基準適用指針の適用による連結計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

※固定資産の減損に係る会計基準の対象資産となります。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　算出方法

当社グループは、固定資産の減損会計の適用にあたり、原則として管理会計上の区分を基準とし
てグルーピングを行っております。

減損の兆候があると認められる資産又は資産グループについては、割引前将来キャッシュ・フロ
ーの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定し、減損損失の認識が
必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上す
ることとしております。

なお、当連結会計年度においては営業損失を計上したものの、翌連結会計年度以降の中期経営計
画においては営業利益の計上を計画しており、その他減損の兆候に該当する事象もないことから、
減損の兆候はないと判断しております。
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投資有価証券 102,090千円

貸出コミットメントの総額 1,700,000千円
借入実行残高 －千円

1,700,000千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普 通 株 式 20,977,181株 646,100株 －株 21,623,281株

②　主要な仮定
　当社は、取締役会で承認された中期経営計画と中期経営計画の策定期間を超える期間について
は、将来の不確実性を考慮して策定された長期収益計画を基礎として割引前将来キャッシュ・フロ
ーを見積もっております。
　中期経営計画及び長期収益計画は、想定適応症治療薬の市場規模、開発化合物の予想獲得市場シ
ェア、売上成長率及び研究開発段階ごとの成功確率を主要な仮定として用いております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　上記主要な仮定に関して、将来の不確実な経済状況の変動等の影響を受け、翌連結会計年度の連
結計算書類において減損損失を計上する可能性があります。

4．連結貸借対照表に関する注記
(1)  担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

（注）デリバティブ取引のために差し入れたもので、当連結会計年度末現在で対応
する債務は存在しておりません。

(2)  有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
(3)  貸出コミットメント契約

当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３
行（前連結会計年度は１行）と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約及びコミットメントライン契約に係る借入未実行残高等は
次のとおりであります。

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1)  発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）1．発行済株式の総数の増加625,000株は、第三者割当増資によるものであります。
2．発行済株式の総数の増加7,000株は、新株予約権の権利行使によるものであります。
3．発行済株式の総数の増加14,100株は、譲渡制限付株式報酬としての新株式発行によるものでありま

す。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 50株 1株 －株 51株

第９回
新株予約権

第12回
新株予約権

第16回
新株予約権

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式 普通株式
目 的 と な る 株 式 の 数 12,000株 10,500株 1,250,000株
新 株 予 約 権 の 残 高 3,780千円 2,467千円 19,362千円

(2)  自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の株式数の増加1株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
(3)  剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。
(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

6．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資について流動性が高く元本確保型の金融資産で運用しております。
デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行っておりませ

ん。
②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、主に
その他有価証券であり、市場価格及び為替の変動リスクに晒されております。営業債務である買掛金及び
未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。外貨建資産及び負債については、為替の変
動リスクに晒されております。デリバティブ取引は、外貨建資産に係る為替の変動リスクを回避すること
を目的とした先物為替予約取引であります。

③　金融商品及び市場リスク（為替）に係るリスク管理体制
当社グループは、営業債権について販売管理規程に従い営業債権管理を行っております。一時的な余資

で運用するその他有価証券は、資金管理規程に従い、格付の高い債券のみを対象としており信用リスクは
僅少であります。デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているた
め、信用リスクは僅少であると認識しております。外貨建資産及び負債に係る為替変動リスクに関して、
必要に応じ先物為替予約取引等を利用するとともに、資産残高に対する外貨建資産の保有割合により管理
しております。

なお、毎月の金融商品の取引実績、保有状況及び外貨建資産の保有割合は、月次で取締役会に報告して
おります。
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連結貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額
① 有価証券 49,754千円 49,754千円 －千円
② 投資有価証券(*3) 921,969 921,969 －
③ 長期借入金(*4) （51,670） （51,363） △306
④ リース債務(*5) （316,048） （314,659） △1,388
⑤ デリバティブ取引(*6) (21,941) （21,941) －

区分 当連結会計年度
投資事業組合等 309,489千円

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2023年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。

（＊1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊2）現金及び預金、売掛金及び契約資産、買掛金、未払金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価

が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
（＊3）市場価格のない株式等は、「②投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表

計上額は、以下のとおりであります。

（＊4）長期借入金は流動負債に含まれる1年内返済予定の長期借入金及び固定負債に含まれる長期借入金を
合算した金額であります。

（＊5）リース債務は流動負債に含まれるリース債務及び固定負債に含まれるリース債務を合算した金額であ
ります。

（＊6）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については、（ ）で示しております。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレ
ベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される
当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する（無調整の）相場価格により算
定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券

株式 508,028　千円 －　千円 －　千円 508,028　千円
債券（公社債） － 413,940 － 413,940
その他 － 49,754 － 49,754

デリバティブ取引
通貨関連 － 21,941 － 21,941

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 －　千円 （51,363）千円 －　千円 （51,363）千円
リース債務 － （314,659） － （314,659）

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。
債券（公社債）及びその他は取引金融機関から提示された価格によっており、その時価を
レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
金利スワップ及び為替予約の時価は、取引金融機関から提示された価格によっており、レ
ベル２の時価に分類しております。

長期借入金及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率
を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 13 －



2024/02/27 16:02:51 / 23063510_ラクオリア創薬株式会社_招集通知

連結注記表

当連結会計年度
ロイヤルティ収入 1,604,527千円
その他（契約一時金・マイルストン収入等） 296,674
顧客との契約から生じる収益 1,901,202

当連結会計年度
期首残高 期末残高

　顧客との契約から生じた債権 602,311千円 603,196千円
　契約資産 － －

(1) １株当たり純資産額 281円87銭
(2) １株当たり当期純損失（△） △14円98銭

7．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、「医薬品の研究開発」並びにこれらに関連する事業の単一セグメントであり、事業
収益は「ロイヤルティ収入」「その他（契約一時金・マイルストン収入等）」の２つの種類に分解して
認識しております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4) 会計方針に関する事

項　④　重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約資産及び契約負債の残高等

8．１株当たり情報に関する注記

9．重要な後発事象に関する注記
取得による企業結合
・ファイメクス株式会社

当社は、2024年２月14日開催の取締役会において、ファイメクス株式会社（以下、「ファイメクス
社」）の全株式を取得することを決議し、2024年２月14日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

１．企業結合の概要
（1）被取得会社の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称  ファイメクス株式会社
事業の内容        タンパク質分解誘導を機序とする新規医薬品の研究開発

－ 14 －
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連結注記表

取得の対価 現金及び預金 4,500,000千円
取得原価 4,500,000千円

（2）企業結合を行った主な理由
当社は、先端科学技術を活用し、医療分野においてニーズの高い疾患領域に対する新たな医薬品を生

み出すことを目指す研究開発型の創薬ベンチャー企業であり、独自に創出した開発化合物の知的財産権
を製薬企業各社等に対して導出（使用許諾契約によりライセンスアウト）することにより収益を獲得す
ることを事業展開の基本としております。

一方、ファイメクス社は、創薬の新たなモダリティである標的タンパク質分解誘導剤を用いて、従
来、治療薬の創製がきわめて困難（アンドラッガブル、Undruggable）とされてきた疾患に対する革
新的な医薬品の創出を目指している、2018年創業のスタートアップ企業です。

この度、ファイメクス社の全株式取得を行うことにより、創薬バリューチェーンの強化により、次世
代の自社創薬バリューチェーンの強化が大きく前進すること、同社独自のプラットフォーム技術を中核
に、研究の初期段階から国内外の共同研究パートナーを獲得できること及びがんを対象とした創薬パイ
プラインが強化されることが期待されることから、本件株式を取得しました。

（3）企業結合日
2024年３月26日

（4）企業結合の法的形式
株式取得

（5）結合後企業の名称
変更ありません。

（6）取得した議決権比率
100%

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得するものであります。

２．対価の種類ごとの内訳

当該取得価額に加えて、取得対象子会社が将来得る収益に基づく支払（以下「アーンアウト対価」）
条項を締結しております。アーンアウト対価は、ファイメクス社と他者との契約等から発生した契約一
時金収入、マイルストン収入、ロイヤルティ収入及び委受託に係る収入に基づき、あらかじめ定めた算
定方法を用いて求められた金額を売主に対して支払いが行われます。このアーンアウト対価の導入によ
り、本件買収に伴う当社のリスクを軽減することができます。

３. 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等    17,000千円（概算額）

－ 15 －
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４. 発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

５. 企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書　（第16期 2023年１月１日から2023年12月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金
繰越利益剰余金

当期首残高 2,265,697 2,455,480 622,791 △21 5,343,948
当期変動額
新株の発行 401,951 401,951 803,903
当期純損失（△） △431,011 △431,011
自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） －

当期変動額合計 401,951 401,951 △431,011 △0 372,891
当期末残高 2,667,649 2,857,432 191,779 △22 5,716,839

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
当期首残高 △5,569 △5,569 8,372 5,346,751
当期変動額
新株の発行 － 803,903
当期純損失（△） － △431,011
自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 125,984 125,984 17,237 143,221

当期変動額合計 125,984 125,984 17,237 516,113
当期末残高 120,415 120,415 25,610 5,862,864
（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 17 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 関係会社株式 移動平均法による原価法により評価しております。
② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。
但し、外貨建その他有価証券は、期末日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は評価差額として処理しております。また、評価差額は、全
部純資産直入法により処理しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法
なお、投資事業組合等への出資につきましては、組合契約に規定される決
算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額
で取り込む方法によっております。

③ デリバティブ　　　　　　　  時価法を採用しております。
④ 棚卸資産

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
但し、建物及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、
定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　　　　 6 ～15年
工具、器具及び備品　　　 4 ～ 6 年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっており
ます。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

④ 長期前払費用 定額法によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準
① 株式給付引当金

株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当事業
年度末における株式給付債務の見込額に基づき、株式給付引当金を計上し
ております。

② 役員株式給付引当金
役員株式給付規程に基づく取締役（監査等委員である取締役及び社外取

締役を除く。）への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における
株式給付債務の見込額に基づき、役員株式給付引当金を計上しておりま
す。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通
常の時点）は以下のとおりであります。

当社は、医薬品等の研究開発、製造、販売、技術の使用を第三者に認め
たライセンス契約等に基づく収入（契約一時金、マイルストンに係る収入
及びロイヤルティ収入等）を得ております。

契約一時金及びマイルストンに係る収入については、履行義務が一時点
で充足される場合には、開発権・販売権等を付与した時点、又は契約上定
められたマイルストンが達成された時点で契約上の履行義務が充足された
と判断し、当該時点で事業収益として認識しております。

ロイヤルティ収入は、契約相手先の売上収益等を基礎に算定されたライ
センス契約等に基づく対価であり、その発生時点を考慮して事業収益とし
て認識しております。

(5) 繰延資産の処理方法
株式交付費 支出時に全額費用処理しております。

(6) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。
(7) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① グループ通算制度の適用 　グループ通算制度を適用しております。
② グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用

当社は、当事業年度の期首より、連結納税制度からグループ通算制度へ
移行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計
の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会
計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12
日。以下「実務対応報告第42号」という。）に従っております。また、実
務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う
会計方針の変更による影響はないものとみなしております。
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当事業年度
 有 形 固 定 資 産 572,773千円
 無 形 固 定 資 産 30,115
 投 資 そ の 他 の 資 産 43,143
 減 損 損 失 －

投資有価証券 102,090千円

貸出コミットメントの総額 1,700,000千円
借入実行残高 －千円

1,700,000千円

２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以
下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指
針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を
将来にわたって適用することとしております。

なお、時価算定会計基準適用指針の適用による計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

※固定資産の減損に係る会計基準の対象資産となります。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記 ３．会計上

の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

4．貸借対照表に関する注記
(1)  担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

（注）デリバティブ取引のために差し入れたもので、当事業年度末現在で対応する
債務は存在しておりません。

(2)  有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
(3)  貸出コミットメント契約

当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３
行（前事業年度は１行）と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約及びコミットメントライン契約に係る借入未実行残高等は次の
とおりであります。
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株 式 の 種 類 当事業年度期首
の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普 通 株 式 50株 1株 －株 51株

（繰延税金資産）
繰越欠損金 1,466,104千円
棚卸資産 8,018
減価償却費超過額 21,017
一括償却資産 1,172
未払事業税 993
資産除去債務 4,896
株式給付引当金 18,083
投資有価証券評価損 15,300
繰越外国税額控除 112,927
その他有価証券評価差額金 3,615
その他 19,549

繰延税金資産小計 1,671,679
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,426,372
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △181,291

評価性引当額小計 △1,607,664
繰延税金資産合計 64,014

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △58,303

繰延税金負債合計 △58,303
繰延税金資産の純額 5,711

(4) 関係会社に対する金銭債権
金銭債権　33,091千円

5．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引　　4,750千円

6．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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当事業年度
ロイヤルティ収入 1,604,527千円
その他（契約一時金・マイルストン収入等） 38,071
顧客との契約から生じる収益 1,642,599

当事業年度
期首残高 期末残高

　顧客との契約から生じた債権 596,811千円 603,196千円
　契約資産 － －

(1) １株当たり純資産額 269円95銭
(2) １株当たり当期純損失（△） △19円95銭

８．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、「医薬品の研究開発」並びにこれらに関連する事業の単一セグメントであり、事業収益は
「ロイヤルティ収入」「その他（契約一時金・マイルストン収入等）」の２つの種類に分解して認識し
ております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載している

ため、記載を省略しております。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約資産及び契約負債の残高等

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
（取得による企業結合）

連結計算書類「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記 9．重要な後発事
象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

－ 22 －
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